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1970年代から80年代の生産システム展開の日独比較（Ⅰ）
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要旨＊＊

　本稿は，1970 年代から 80 年代末までの時期の日本とドイツにおける大量生産

システムの展開について比較分析を行う。戦後，フォード・システムにみられるア

メリカ的大量生産システムは主要各国において導入され，1970 年代初頭までの経

済成長期において企業と経済の発展に大きく寄与した。その後，低成長期への移行

にともない，そのような生産システムの限界が顕著になり，その改革，新しい展開

が重要な経営課題となってきた。しかし，そのありようは国によって相違がみら

れ，それは日本とドイツの比較についてもいえる。

　日本では，生産システムの新しい展開によって高い経済的パーフォーマンスが実

現され，「ジャパナイゼーション」と呼ばれるように，欧米の主要各国においても

その導入が重要な問題となった。一方，ドイツにおける生産システム改革は，いく

つかの重要な点で限界をもつものとなり，日本的生産システムへのキャッチアップ

の問題もあり，1990 年代以降の変革のあり方を規定することにもなった。本稿で

は，1970 年代から 80 年代の生産システムの新しい展開について，日独比較をと

おして，その特徴と意義を明らかにしていく。
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Ⅰ  問題提起

　第 2 次大戦後，資本主義の世界におけるリーダーとなったアメリカの影響はきわめて大き

く，それは，マーシャル・プランによるヨーロッパ諸国への資本援助と技術援助，日本に対す

るさまざまな支援などにみられる。なかでも，マーシャル・プランの一環としての技術援助に

みられるように，アメリカの技術と経営方式の導入・移転は，多くの諸国の企業，産業および

経済の復興・発展において大きな役割を果たした。戦後のこうした経済発展のひとつの基軸を

なしたのが大量生産の進展であり，そこでは，自動車産業をはじめとする加工組立産業におけ

るアメリカ的大量生産システムの導入・展開が大きな役割を果たした。フォード・システムに

代表されるアメリカ的大量生産方式がそれであるが，1970 年代初頭までの経済成長期には，

例えば日本でもまたドイツでも，それを自国の条件に合わせるかたちで修正を加えながら適合

的なシステムへと変革させ，適応させてきた。

　しかし，1970 年代以降の資本主義の構造変化のもとで，フォード・システムに基づくアメ

リカ的大量生産システムの限界が顕著になってくるなかで，生産システム改革が重要な経営課

題となってきた。そうしたなかで，日本的生産システムは，1970 年代から 80 年代末までの

時期に高い経済的パーフォーマンスを実現し，世界から注目を集め，「ジャパナイゼーション」

と呼ばれるようにその国外への移転が重要な問題となるに至った。大量生産システムの改革の
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主要舞台となった自動車産業においてそれまで高い国際競争力を実現してきたドイツでも，市

場の変化に柔軟に対応しうる方式への転換をめざして，また日本企業の競争優位への対応とし

て生産システム改革が取り組まれた。そのあり方は日本のそれとは大きく異なるものであり，

その成果という点でも限界をもつものになった。その結果，この時期の生産システム改革の限

界は，その後の生産システムの展開のあり方を規定する要因ともなった。

　それでは，この時期に高い経済的パーフォーマンスを実現した日本的生産システムはどのよ

うな構造をもち，いかなるメカニズムで機能することによってフォード・システムに代表され

るアメリカ的生産システムの限界に対応することができたのか。そのことはまたそれまでの

大量生産，そのシステムのありようをいかに変えるものであり，大量生産・大量販売・大量消

費社会という経済社会とそれを支える資本の再生産構造においてどのような意味をもつもので

あるのか。一方，この時期のドイツにおける生産システム改革はどのようなものであり，その

意義と限界とはいかなるものであったのか，またそこでの限界はその後の生産システムの変

革・展開をどう規定することになったのか。本稿の目的は，国際比較の視点から 1970 年代か

ら 80 年代末までの時期の日本とドイツにおける生産システムの改革，展開について考察を行

うなかで，このような問いに答えることにある。ここでの考察は，1990 年代以降の変化をみ

る上でも重要な意味をもつものである。

　ここで，本稿のテーマに関する先行研究の状況をみると，1970 年代から 80 年代末までの

時期の日本およびドイツのそれぞれの国における生産システムの実態，その改革については多

くの研究が取り上げており，さまざまな成果がみられる。しかし，両国の直接的な比較を行っ

た研究成果は少ない。また日本の生産システムについては，その全体的な構造と機能のメカニ

ズムの解明という視点からの分析が重要となる。さらにドイツについてみても，この時期の生

産システム改革が1990年代以降のモジュール生産方式の展開にいかなる影響をおよぼしたか，

日本とは異なるその後の展開に対する規定性という重要な問題が明らかにされてはいるとはい

えない
1）
。本稿は，両国の大量生産システムの構造と機能の分析をとおして，こうした研究上

の限界の克服を試みるものである。

　以下では，まずⅡにおいて 1970 年代以降の低成長期における生産システム改革の背景につ

いてみた上で，Ⅲでは，日本における生産システムの展開についてみていく。つづくⅣでは，

ドイツにおける生産システム改革について考察する。それらの考察をふまえて，Ⅴでは，両国

の比較をとおして得られる本稿の結論を提示する。

Ⅱ  1970 年代以降の低成長期における生産システム改革の背景

　1970 年代の資本主義の構造変化のもとで，フォード・システムとオートメーション技術を
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基盤にしたアメリカ型大量生産システムからの転換が取り組まれるに至る社会経済的背景，そ

のもとでの生産システム改革の課題とはいかなるものであったのであろうか。まずこの点につ

いてみておくことにしよう。

　フォード・システムは「専用化」の論理による生産編成を基調とした大量生産方式であり，

「規模の経済」の実現に大きく寄与したが，そのこととの関連で重要なことは，こうした生産

方式が経済的有効性を実現するうえで求められる市場の条件についてである。生産システムと

してのフォード・システムの限界は，「専用化」の論理で編成された複数の生産ラインでの複

数製品の生産が行われる場合，製品間での需要の変動が発生したさいの生産のフレキシビリ

ティの確保は可能ではなく，それゆえ，市場の変動に硬直的であるという点にある。そのこと

は，特定品種の大量の生産ロットの確保が必要となるということを意味するものであり，その

ための市場の条件としては，そのような大規模なロットを可能にするだけの特定製品の大量市

場が必要となるだけでなく，市場の安定性が必要となる。そのような市場の条件が存在する限

りは，「専用化」の論理で編成された大量生産方式の効率性はきわめて高く，大きなコスト引

き下げの可能性が与えられることになる。しかし，そのような市場の条件が確保しえない場合

には「規模の経済」を実現しうる可能性は大きく損なわれ，生産方式の編成のあり方そのもの

が大きく問われることにならざるをえない。

　1970 年代以降の時期における生産システムの改革，新しい展開の必要性を決定的に規定し

たのは，市場の創造のための手段として展開された多品種化戦略の進展にともなう一品種当た

りの生産ロットの縮小の問題と製品間の需要変動への生産の対応の必要性にあった。この時期

になると，市場条件の大きな変化のもとで，需要の創出のための重要な手段として，製品の多

様化・差別化をめざして多品種化戦略が展開され，自動車産業の場合には，車種の増加と同一

車種のなかの仕様の拡大がすすんだ。しかし，低成長への移行のもとで消費性向が低下する傾

向にあるなかで，本来，品種数の増加と同じテンポで需要が拡大していくような条件にはな

かった。その結果，1 品種（車種）当たりの平均の生産ロットが低下するなかで，「専用化」の

論理による生産編成に基づくアメリカ型大量生産の方式では，「規模の経済」を実現しうる操

業度の確保は困難とならざるをえなかった。例えば日産自動車とトヨタ自動車では，1983 年

には 1 車種当たりの平均生産台数は 73 年に比べそれぞれ 59.5%，63.4% に低下している。ま

た各兄弟車・姉妹車をそれぞれ 1 車種とみた場合のそれは，日産自動車では 66.1%，トヨタ

自動車では 87.5% に低下している
2）
。またドイツをみても，例えばフォルクスワーゲンでは，

1982 年には，かつての大衆車「カブト虫」（“Käfer”）と同じ売上台数を達成するためには約

14 の製品のバリアントが生産されねばならず（Roth 1982, S.130），この点にもこの時期の問題

が示されている。同コンツェルンは 1970 年代初頭に製品プログラムの根本的な転換を開始し

ており，売上台数全体のうち 72 年以降のモデルの台数の占める割合は 73 年には 14% にすぎ
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なかったが，77 年には 70% にまで上昇している
3）
。例えば 1979 年 1 月 24 日の監査役会の

議事録でも，同コンツェルンはその間に新しい世代のモデルの投入による広範な製品の多様性

でもって，競争相手に打ち勝つためのあらゆる前提条件を生み出してきたと指摘されている

が
4）
，そのような状況は，1 車種当たりの平均生産ロットの低下を促進することになった。

　しかし，「専用化」の原理を基礎にしたアメリカ型大量生産の外延的拡大での多品種生産へ

の対応は，設備投資負担とその固定費回収の問題からも容易なことではなく，多品種の大量生

産をコスト的に十分に成り立たせることは困難にならざるをえない。しかも，製品間の需要変

動への生産の対応における硬直性が問題とならざるをえない。したがって，多品種の大量生産

をどのようにしてコスト的に成り立たせるか，またいかにして品種間の需要変動に対する生産

のフレキシビリティを確保するかということが重要な経営課題となってきた。

　こうして，この時期には，自動車産業ではフレキシビリティによる効率性の追求が新しい合

理化のパラダイムとなった（Kern and Schumann 1990, S.43）。そのような状況は日本において

もまたドイツにおいてもいえるが，この点をドイツについてみると，例えばフォルクスワーゲ

ンの取締役会の議事録をはじめとする多くの文書でも，1970 年代に入ってからフレキシビリ

ティの確保が最重要課題のひとつとなったことが指摘されている
5）
。ドイツでは，戦後の経済

成長期には，アメリカ的な大量生産方式とは異なるかたちでの戦前の「品質重視のフレキシブ

ルな生産構想」の伝統（Stahlmann 1993，山崎 2001a，第 6 章，山崎 2015，第 9 章参照），アメリ

カより少ない生産量のもとでも一定の量産効果を確保することや生産のフレキシビリティをめ

ざした大量生産方式の展開（Freyberg 1989，Siegel and Freyberg 1991，Bönig 1993，Homburg 1991，

山崎 2001a，山崎 2001b，山崎 2015 などを参照），戦後におけるフォード・システムの導入を基軸

としながらもマイスター制度のような専門技能資格制度や職業教育制度に支えられるかたちで

の，熟練労働力にも依拠した生産体制，生産システムの展開がみられた。それまでの顧客志向

の多様化高品質生産は，ドイツにおける競争力と立地の維持のための決定的な基盤であった

が，1970 年代以降の品質とフレキシビリティへの高度な要求は，もはや伝統的な生産コンセ

プト，組織構造およびそれと結びついた人事政策では克服されることにはならなかった（Roth 

1996, S.115）。

　そうしたなかで，生産システムの改革が最重要課題のひとつとなってきたのであった。ドイ

ツをはじめとする欧米各国では，日本企業の生産システムの優位性とそれに基づく競争優位へ

の対応が重要な問題となるなかで，大量生産方式の改革が取り組まれた。例えばフォルクス

ワーゲンの 1977 年 6 月 28 日の取締役会の議事録でも，日本の自動車企業との生産性の格差

の問題が取り上げられており
6）
，こうした問題は，同国の生産システムの導入というかたちで

も改革が取り組まれる背景をなした。
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Ⅲ  日本における生産システムの展開とその特徴

1  日本的生産システムの特徴

　1970 年代以降の以上のような経営環境の変化のもとで，「日本的経営」はそれへの対応をは

かる上で最も重要な役割を果たし，国の内外から注目をあびたが，それまでに形成されてきた

従来の諸方式との違いは，70 年代後半から 80 年代に，さらに 90 年代にかけて，それが企業

の経営全体の構造的変革＝「システム化」という方向にすすんだ点にみられる。この時期には，

日本の生産システムは，たんなる企業経営方式のレベルを超えて，企業の全体的な経営システ

ムとして構築されることになるが，「80 年代に入り，わが国製造業の企業経営にとって，多品

種，小ロット，納期の短縮さらには受注の変動という多岐的な市場動向のなかで，原価低減と

収益増大を実現して行くためのフレキシブルな経営－生産システムを確立していくことが決定

的となって」きた（馬頭 1986，76 ページ）。「現代の企業は，多様で，動態的な今日の市場ニー

ズに『対応』して，次々に新製品を開発，生産し，またこれを販売する『柔軟な』経営体制の

構築を図っている」（小野 1990，130 ページ）。日本のシステムの特徴は，アメリカ型のそれと

は異なり，多品種・多仕様大量生産を効率的に行うことを可能にし，市場をはじめとする経営

環境の変化に柔軟に対応しうる企業経営のしくみが購買，生産，販売，開発といった主要な機

能の有機的な統合化，システム化によって「フレキシブルな経営システム」として構築された

という点にみられる。

　このような日本の企業経営の方式は，国際競争力の高さを生み出す要因となったが，同国の

国際競争力がとくに顕著に認められるようになったのは 1970 年代後半以降のことであり，こ

の時期にその担い手として登場したのは機械機器諸部門，すなわち加工組立型産業の資本財・

耐久消費財であった。とくにアメリカの輸入依存度の上昇＝国際競争力の相対的低下の中心を

なしたのもこれらの諸分野であった。また日本の国際競争力を規定していた諸要因としては，

①労働生産性の高さ，②高品質，③製品多様性の 3 点をあげることができる。本来，これら 3

つの要素はトレード・オフの関係にあるが，この点で日本企業は国際競争力の新しい型を実現

したのであった。とくに③についていえば，1970 年代以降，製品の多様化は自動車市場の競

争において目立って重要な要因となりはじめたとされている（鈴木 1994，序章参照）。それゆえ，

加工組立産業を主たる舞台とする生産システムの全体構造とその機能のメカニズムを明らかに

することが重要な問題となってくる。

2  日本的生産システムの構造と機能

　今日の生産は多品種で多仕様な大量生産というかたちで展開されているという点にひとつの
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重要な特徴がみられるが，市場の変動に対して生産のレベルにおいてフレキシブルな適応を可

能にするシステムをいかに構築するかということが重要な経営課題となった。フレキシビリ

ティの核心はまさに，生産の多様化や需要の変動に即応することのできるフレキシブルな生産

システムを構築することにある（湯浅 1990，153 ページ）。それゆえ，つぎに日本的生産システ

ムの構造とその機能のメカニズムについて考察をすすめることにしよう。

　　　（1） 混流生産とその特徴

　日本的生産システムの重要な構成要素のひとつとしてまず混流生産をみることにしよう。

1970 年代における日本自動車産業の国際競争力の技術的基盤であった「生産システム要因」

は，ジャスト・イン・タイムシステムと多品種少量生産とを労働力の「柔軟性」に依拠して展

開された省力化生産システムの形成にあった。これに対して，1980 年代の変化は，ME 技術

の導入によってこの柔軟な生産工程の自動化がはかられるとともに混流生産が可能となること

によって変種変量生産が高次元で再構築された点にあるといえる（坂本 1991，35 ページ）。

　それゆえ，ここで問題となるのは，本来，多品種多仕様生産にともない市場の変動に対して

より困難になるはずの生産の「フレキシビリティ」の確保が，一定の限界内であるとはいえ，

なぜ混流生産によって可能となるのか，またそのような生産のシステム・方式の発展を大量生

産体制の発達史のなかで，どのような性格をもつものとして位置づけるべきか，という点であ

る。ここでは，こうした視点からみていくことにしよう。

　混流生産は，アメリカモデルの場合にみられた「専用化」の論理による生産編成ではなく，

「汎用化」の論理による生産編成をベースにしている。そのことによって，効率的な多品種生

産が可能となるだけでなく，市場＝需要の変動に対する生産のフレキシビリティをある程度確

保しうるのである。

　このような混流生産は 2 つの大きな意義をもつものといえる。第一に，複数の品種（車種）

の混流化によって，生産施設への投資額を節約する可能性が生まれることである。しかし，よ

り重要なことは，同一の生産設備で複数の製品（車種）を生産することによって，品種（車種）

ごとの生産量は相対的に少量となるが，需要の変動に対して，同一の生産設備で生産される品

種の組み替えによって遊休化を抑制して操業度の向上をはかり，一つの生産ライン全体でみた

場合，完全操業＝「規模の経済」の完全追求をはかるとともに，一定の限界内であるとはい

え，市場の変動にともなう大量生産の「規模の不経済」への転化という危険の緩和が可能にな

るということである。つまり，単品種の大量生産のもとでは，生産能力と需要との不一致は，

後者が前者を下回った場合には，生産能力の遊休化が発生せざるをえず，逆の場合には，当然，

生産能力一杯しか生産を行うことはできず，それゆえ，需要に即応しえない結果とならざるを

えない。この点，混流生産による変種変量生産は，多品種生産のもとでの品種間の「組み替
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え」によって，ひとつの生産ライン全体でみた場合，大量生産の所要総量に近づけることがで

きるのである。

　このように，混流生産による多品種大量生産の展開は，結果としてみれば，市場原理に基づ

く資本主義生産における矛盾へのひとつの対応策となっているという点が重要である。このよ

うな生産システムは，あくまでも大量生産という基本的な枠組みのなかで，その経済効果の実

現のためのあり方が変化したものである。

　　　（2） ME 技術革新の利用とその特徴

　つぎに多品種多仕様大量生産のもとでのフレキシブルな生産を可能にする日本的生産システ

ムの技術基盤をみると，それはいわゆる ME 技術である。こうした技術の柔軟性とは，「加工

方式の柔軟性（NC，MC，ロボット，AGV などの加工ステーション・搬送システムの多様性）と制御

方式の柔軟性（ME による制御の可変化＝制御のプログラム化・ネットワーク化）とを基盤にした，

個々の機械の柔軟性およびその複合としての生産工程全般の機械・装置の柔軟性である」（坂

本 1992，50 ページ）。自動化のレベルを維持した上で機械設備の一定の「汎用性」を回復する

可能性を与えたところに，ME 技術の最大の意味があるといえる
7）
。もとより，「機械体系に

よって，フレキシビリティーを維持しつつ自動化することは，汎用機に治具や工具を取り付け

ることによっても可能ではあるが」，それらの取付には時間と費用がかかったので，「機械体系

の下で，作業を自動化しつつ，フレキシビリティーを維持することには大きな限界があった」。

こうした従来の技術面での限界を克服したのがマイクロエレクトロニクスの発展に依拠した

オートメーションであった（湯浅 1992，161 ページ）。渋井康弘氏は，ME 機器には「柔軟に」

多様な加工ができるという意味と「柔軟に」不正常に対応できるという意味での二重の意味で

の「柔軟性」があり，「そのような『柔軟性』をもたらすことにより，ME 技術は汎用機の

オートメーション化に貢献している」と指摘されている（渋井 1994，99 ページ）。

　このような技術革新を基礎にした「技術のフレキシビリティ要因」を労働手段の有効利用と

いう「総量の実現」の問題との関連でみると，つぎのようにいえるであろう。「同一品種の生

産だけを行っている場合には，各種の作業をいろいろと担当しなくとも，特定の作業だけで

個々の機械が担当する作業の総量が保障されて」おり，「だからこそ，使用される機械が汎用

機である必要はなく，作業機のなかの使わない機構部分を削り取った単能機が開発・導入され

ることになった」。しかし，「特定の作業だけで総量が保障されないような場合には，単能機で

はむしろ非効率的なのであり，したがって様々な作業をこなす汎用機に総量を集めることに

よってはじめて稼働率を保つことができる」（小野 1994，177 ページ）。その意味では，混流生

産のもとでの多品種生産がむしろ逆にフレキシビリティを高めうる潜在的可能性を生み出した

のと同様に，ME 技術革新を基礎にした生産設備の「汎用性」の一定の回復は，単能機・専用
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機の利用による単品種や少品種の大量生産の場合に比べ，総量実現の潜在的な可能性を高めう

るといえる。

　　　（3） ジャスト・イン・タイム生産方式とその特徴

　さらに日本的生産システムの最も重要な要素のひとつであるジャスト・イン・タイム（JIT）

生産方式についてみることにするが，生産管理上のジャスト・イン・タイム生産方式の大きな

意義のひとつはフォード・システムの限界の克服を試みている点にある。生産管理における

フォード・システムの限界は，流れ作業組織が組み込まれた工程部門内の生産の同期化が実現

されても，工程部門間（例えば組立工程と部品製造工程）の同期化は未実現であるということに

ある（山崎 2005，第 5 章，塩見 1978，221 ページ，260 ページ参照）。ジャスト・イン・タイム生

産方式では，「かんばん」を利用した「後工程引き取り方式」において，「引き取りかんばん」

と「生産指示かんばん」（「仕掛かんばん」）とを連結させることによって部品製造工程と組立工

程との同期化の実現をはかっている。例えば後工程でのラインストップが発生した場合，部品

の引き取りを停止させることにより「生産指示かんばん」を自動的にストップさせ，後工程が

再び稼働し始めるとそれが動き始めることによって前工程の生産再開と両工程の生産調整を自

動的に行いうるのであり，こうしたレベルでの両工程間の同期化が実現されるところにジャス

ト・イン・タイム生産方式の大きな意義があるといえる。またジャスト・イン・タイム生産の

実現のための重要な手段となる「後工程引き取り方式」では，「不必要な作りすぎによる在庫

発生を避け，各工程が『後工程が必要とするものを，必要とするときに，必要なだけ』生産す

るようにするために，各工程は後工程が引き取った量だけを生産し，それ以上は生産しないよ

うにシステム化する」というものである。この方式は，「最終的な生産指示を後工程の実際の

進捗度に連結させることによって，在庫増加をもたらさないで工程間調整を自律的に保障しよ

うとする」ものである（鈴木 1994，50 ページ）。

　しかし，「かんばん方式というのは，あらゆる工程の生産量を調和のとれるようにコントロー

ルするための情報システム」であり，「このかんばん方式のいろいろな前提条件が完全に実施

されていなければ（つまり，工程の設計，作業の標準化，そして生産の平準化等々が完備していなけれ

ば），たとえかんばん方式だけが導入されても，ジャスト・イン・タイム生産は実現しがたい」

（門田 1991，180 ページ）といえる。ジャスト・イン・タイムのシステムとは，「素材から完成

品までの錯綜する複雑な全工程連鎖に淀みない流れを作り上げることを追求するシステム」

であるが，「このような流れは，『カンバン』情報による『後工程引き取り方式』と品質・設

備保全のみによって可能なわけではな」く，生産の平準化と段取り時間の短縮が必要となる

（鈴木 1994，51 ページ）。

　生産の平準化とは，「最終組立ラインが部品を前工程から引き取るさいに，各部品の量と種
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類に関して平均化して消費するように，種々の車種が混流生産されることを意味する」（門田 

1991a，183 ページ）。「平準化生産では，生産品目の頻繁な切り替え（可能な場合は一個ごとの切

り替え＝一個流しの混流生産）によって，最終製品の生産が最終需要の動きに近接し，製品在庫

が縮減されることになる」（鈴木 1994，52 ページ）。「このような仕事の流れのムラをなくす平

準化生産の考え方そのものはアメリカでもひろく行われているが，日本の企業は，トヨタに代

表されるように，この平準化生産のリズムを組立工程だけでなく，生産の全工程にわたって厳

密に押し進めているところに特徴がある」（嶋田 1988，123 ページ）とされている。トヨタ生産

方式では，資材や部品の企業外部での生産や購入を含めて，系列下にある部品企業から工場内

での最終工程までの生産工程全体に平準化した「流れ」を作り出すという意識がその根底にあ

る（和田・柴 1995，126-127 ページ）。またこうした生産の平準化の意義を「総量の実現」とい

う今日的な大量生産の課題との関連でみれば，そこでは，切り替えなしの平準化（リジディティ）

から切り替え頻発の平準化（リジディティ）への質的変化，いわばリジディティの再編成がみ

られる。「この種のフレキシビリティが高まれば高まるほど，生産する総量を集めることがで

きるし，総量実現のリジディティを確保して，バラツキを排除できる可能性が広がってくると

いえる」。小野隆生氏は，「フレキシビリティの意義とそれに対する期待は，何よりもまず，こ

のような総量実現のリジディティを再編成する問題として生まれてくるものなのである」と指

摘されている（小野 1990，179 ページ）。

　さらに段取り時間の短縮については，単一の部品だけでなく複数種類の部品を生産する大部

分の工程では，「『平準化』に対応して生産品目の頻繁な切り替えが必要になる」。「例えばプレ

ス工程での金型の交換のように，生産品目の切り替えとは生産設備の稼働停止による段取り替

えを意味する」のであり，それに時間がかかれば後工程の要求する部品の変化に応じて直ちに

生産を開始して部品を供給することができなくなる。したがって，「『平準化』への対応のため

に前もって在庫を積むことになり，JIT 生産方式は重大な矛盾を抱え込む」ことになる。「こ

れを克服するには，段取り替えに要する時間を極力短縮することが必要となる」が，「段取り

時間の大幅な短縮の結果，頻繁な段取り替えによるロットサイズの縮小にもかかわらず，段取

り替えコスト（段取り時間／ロットサイズ）でも国際優位が実現された」のであった（鈴木 1990，

32-34 ページ，鈴木 1994，53-56 ページ）。例えばトヨタ自動車では，生産設備の停止中に行う「内

段取り」を生産設備の作動中に行う「外段取り」へと変えることによって，アメリカの自動車

企業と比較して極端に段取り時間を短縮し，小ロット多品種生産においても部品の流れを円滑

化することが可能になった（鈴木 1990，32-34 ページ，鈴木 1994，53-56 ページ）。

　混流生産の展開のためには，小ロット生産を可能にするひとつの条件である内段取りの外段

取り化が必要であり，日本企業では，各職場での作業経験や活発な改善活動にも基づいて，そ

のノウハウの蓄積されてきた。これに対して，欧米企業では，こうしたノウハウの蓄積が不十
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分であったために，小ロットの多品種生産も混流生産は，日本企業のようにはすすまなかった

（小松 2009，100-101 ページ）。

　最後に「自働化」と品質管理についてみると，トヨタ生産方式に代表されるジャスト・イン・

タイム生産方式は，全工程にわたる淀みない流れを前提とした進行作業方式を基礎とするかぎ

り，不良材料の発生や機械の故障による生産の中断が致命的な影響をおよぼすことになる（湯

浅 1991，43 ページ）。在庫を最低必要限度まで圧縮するジャスト・イン・タイムのシステムに

おいては，むしろ欠品の原因となる前工程での不良品の発生や設備故障等自体を極力縮減する

方向を追求することになり，これを保障する体制をシステムの不可欠の一環として要請するこ

とになる。このことは，生産管理の一分野である品質管理のあり方・機能とかかわる問題であ

る。その日本的な特質は，最終工程などで不良品を事後的に排除するアメリカ的な品質検査と

は異なり，不良を発生箇所にできるだけ近いところで検知し，不良品を検出排除するだけでな

く，発生原因を突き止め，改善し，不良の発生そのものを減少させる動態性にある。また生産

設備の各所に不良の発生率を減少させる細部の技術的工夫が無数に加えられている（鈴木 

1994，64-65 ページ，鈴木 1990，30 ページ，41 ページ参照）。その代表例が「自働化」と「ポカヨ

ケ」である（松崎 2005 年，119-121 ページ，169-170 ページ，丸山 1989，95 ページ）。

　　　（4） 下請分業生産構造とその特徴

　加工組立産業におけるこのようなジャスト・イン・タイム生産方式の展開のひとつの重要な

特徴は，それが下請制度を利用したかたちで行われており，わが国に特徴的な下請分業生産構

造は，日本的生産システムにおける変種変量生産を行うための各種部品の適時適量供給体制を

可能にしている重要な要素のひとつである。それゆえ，つぎにこの点についてみることにしよ

う。

　　　　　①下請分業生産構造の基本的性格

　日本的な下請分業生産構造の意義について社会的分業と垂直的統合がもつメリット・デメ

リットとの関連でみると，本来，社会的分業の場合，景気変動への対応を柔軟に行いうるとい

うメリットをもつが，逆に，取引企業間の情報の不確実性という要因のために技術開発，品質

向上やコスト低減に取り組む上で大きな限界をもつ。他方，垂直的統合（部品の内製化）を行っ

た場合には，部門間の情報把握・内的連絡が容易になることにより，それらの間の緊密な調整

が可能となり，技術開発，品質向上やコスト低減に取り組む上で大きな利点をもたらすことに

なる。しかし，垂直的統合（＝内部組織化）は資本の固定化を招くので，景気の後退のさいの

生産量の著しい減少のもとでは，つねに生産能力の遊休化の危険にさらされることになる。一

般に，市場による取引では不正確な情報しか得られないが内部組織化することにより適切な情
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報が得られる場合には内部組織が選好される場合が多いが，内部組織化は資源を固定化すると

いうことであり，企業の収益性という点からいえば，伸縮性を確保できるだけに市場を利用す

るメリットは無視しがたいものである。したがって，内部組織化せずに同質の情報が得られる

のであれば，企業としては，市場に近いものを選択するとされている
8）
。

　日本的な下請制の利用は，発注側である親企業にとって社会的分業のメリット（景気変動へ

の適応，調整の余地・可能性）と垂直的統合のメリット（部門間調整の容易さ）を一定享受しうる

と同時に，それらのデメリットをもある程度排除することができるシステムである。すなわ

ち，下請制利用の本質は，たんに親企業が下請企業との間の賃金格差を利用して必要部品の安

価な購買を行うことのみを意図したものではなく，支配・従属関係を基礎にして，親企業・下

請企業間の情報把握・内的連絡が容易になることにより，完全な垂直的統合を行った場合のよ

うに部門間の緊密な調整が可能となることにあるといえる（中村 1983，51-52 ページ参照）。下

請制の利用は，このような垂直的統合の利点を与えるだけではなく，市場環境に対して生産量

や在庫の調整にある程度応じることにより，分業の利点をも親企業に与えることになる。この

ように，日本的な下請制度の利用は，社会的分業と垂直的統合との中間に位置する「中間組織」

（今井・伊丹・小池 1982，第 2 章 3，第 7 章 3 参照）として，また「準垂直的統合」（中村 1983，8 ペー

ジ）としての性格をもつといえる。ジャスト・イン・タイム生産における「モノ」のジャスト・

イン・タイムを実現するためには，本来，垂直的統合＝内部組織化によって部品製造部門と組

立部門との間で緊密な部門間調整が確保されることが条件となるが，日本的な下請分業生産構

造の意義のひとつは，そのような調整が下請企業の利用による外製化によって実現される点に

ある。

　　　　　②階層的下請構造とその意義

　このように，下請制の利用は親企業にとって統合＝内部化による場合よりも優位な条件を形

成することになるが，日本の加工組立産業における下請分業生産構造を，その最も典型的な事

例である自動車産業についてみると，「完成車メーカーを頂点とし，部品メーカーと更にそれ

らの発注を受ける下請企業群により構成される分業構造」となっている点が特徴的である（中

小企業庁 1995，175-176 ページ）。そこでは，頂点の自動車メーカーは，最上層の 1 次下請企業

のみを直接管理するだけで，2 次以下の全階層の下請企業をもコントロールすることができる

（池田 1986，81 ページ）。

　親企業と下請企業との生産分業関係を機械金属関連の事例でみると，「下請企業の分担する

工程・作業としては，①一部の完成品生産，②完成部品組立・ユニット部品生産，③部品加工，

④構内作業（製鉄工場，造船工場など親企業の工場内で各種の加工・作業を行う下請企業）とに分けら

れる」が，1 次下請企業は，主に②の完成部品組立・ユニット部品生産を担当している。この
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層の下請企業は，親企業と 2 次下請企業との間にたって「紐帯の役割」（サブ・アッセンブリィ）

を演じており，「このサブ・アッセンブリィ工程を担う下請企業の存在は，頂点に位置する親

大企業をして最終組立加工（ファイナル・アッセンブリィ）あるいは主力製品・重要部品の生産

や新製品開発への傾斜を可能にしている」（上野・河崎 1994，179-180 ページ，池田 1986，84 ペー

ジ）。その多くが完成部品メーカーである 1 次下請企業の場合には，それぞれの部品について

特定の技術が必要で，各々に組立ラインや設備も必要となるために，不況期に自動車メーカー

による内製化を行おうとしても容易ではない場合が多い。しかも，「承認図方式」，「ブラック・

ボックス部品」，「デザイン・イン」
9）

などと呼ばれるように，自動車会社と直接取引関係のあ

る 1 次供給企業のなかには新モデルの開発の早期から完成車メーカーと密接に協力しあいな

がら開発に参加している企業が多くみられる。サプライヤーのもつこうした専門的能力の利用

によって，完成車メーカーは比較的小規模の技術陣で効率的に新モデルの開発をすすめること

ができたのであり，完成車メーカーに寄与するところは大きい
10）

。こうした点からも，自動

車企業と 1 次下請企業との関係は基本的には「補完的」関係という性格をもつといえる。

　しかし，現実には 1 次下請企業が受注した部品がすべてそこで生産されるのではなく，そ

の多くの部分がさらに 2 次下請企業に外注（再発注）される。そこで 2 次以下の下請企業の担

当する部品生産や工程をみると，多くの場合，1 次下請企業が受注した完成部品・ユニット部

品を生産するのに必要な専門加工（切削加工，プレス，表面処理，鋳造，鍛造，金型製作など）やそ

れらの部品に組み込まれる構成部品の生産などであり，2 次，3 次の下請企業は，労働集約的

で周辺的な特殊化された工程を受けもつというかたちでの分業関係が定着する傾向が強かった

といえる（上野・河崎 1994，181 ページ，中小企業庁 1995，176-177 ページ，下川 1982，25 ページ参

照）。しかも，部品企業が自社独自で設計したり納入先が基本設計し自社で詳細設計するケー

スは 2 次下請企業では 1 次下請企業と比べると少なく，納入先設計のケースが圧倒的に多く，

3 次下請企業になると納入先設計の割合がさらに高まり，設計力という点で，それゆえまた親

企業との新製品などの生産協力という点でも階層間の格差がみられる
11）

。

　2 次以下の下請企業によって供給される製品，あるいはそこで分担されている工程の内容，

設計への関与にみられるこのような事情は，親企業と下請企業との間の関係のありよう，性格

をも規定しているといえる。すなわち，不況期には，親企業による内製化が比較的容易である

だけでなく，2 次ないし 3 次の下請企業間での選別・発注の絞り込みも容易であり，1 次下請

企業と 2 次下請企業との関係，2 次下請企業と 3 次下請企業との関係は，基本的には，自動車

企業と 1 次下請企業との間にみられるような「補完的」関係ではなくむしろ「代替的」関係

にあるといえる。日本的生産システムにおけるジャスト・イン・タイムの実現による部品在庫

の削減をとおしてのコスト節減と景気変動へのフレキシブルな適応性については，それが階層

的な下請制ゆえに可能となる日本的特殊性がみられる。
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　まずジャスト・イン・タイムの実現による部品在庫の削減によるコスト節減についていえば，

例えば自動車企業と 1 次下請企業との関係が「補完的」関係にあるため，両者の長期的・固

定的関係の維持が自動車企業にとって重要な意味をもつが，そうである以上，1 次下請企業へ

の完成部品の在庫保有の強制はそれだけコスト高をひきおこさざるをえないことにもなりう

る。それだけに，自動車企業が直接取引関係のある 1 次下請企業のレベルでの完成部品の在

庫保有をいかに回避するかが自動車企業にとっても重要な問題となる。こうした問題に対して

は，1 次下請企業レベルでのジャスト・イン・タイム生産の実現による完成部品の在庫保有の

回避と 2 次以下の下請企業への在庫保有の圧力による緩衝機能によって対応がはかられるこ

とになる。下請企業でのジャスト・イン・タイム生産の実現については，1 次下請企業レベル

や，2 次下請企業の一部でもそのような生産の動きがみられたが
12）

，2 次下請企業のなかの最

上位の企業には，1 次下請企業の製造する完成部品にとって重要な構成部品を製造する企業や

完成部品の品質に大きな影響をおよぼす技術力をもつ企業も存在しており，頂点にたつ自動車

メーカーにとっても，1 次下請企業のジャスト・イン・タイム生産のより確実な実現をはかる

上で，このような 2 次下請企業の安定的・効率的な生産が一定の意味をもっていることにそ

の理由があるといえる。このような下請制利用が親企業（例えば自動車企業）に大きな利点を与

え，本来，内製化によらなければ困難な「モノ」のジャスト・イン・タイムが下請制利用とい

うかたちでの外製化によって可能となるのは，日本に独自の階層的下請制の特質に基づくもの

である。しかし，そればかりでなく，上層の下請企業におけるジャスト・イン・タイム生産の

推進にみられるように，膨大な数にのぼる下請企業をほぼ完全に近いレベルの統制をなしうる

ような経営管理体制を確立していることによるものであるといえよう。

　また景気変動へのフレキシブルな適応性の問題については，下請制の利用によるフレキシビ

リティの源泉は，基本的には，部品の外注分だけ自動車企業が労働手段（固定費部分）をもた

ないことによるものである。しかし，そのさい問題となってくるのは，継続的関係にある部品

メーカー側の労働手段の遊休化による固定費負担増の処理の仕方であり，自動車企業に対する

納入単価へのその影響をいかに回避しうるかという点にある。すなわち，両者の固定的・継続

的な取引関係・企業間関係を効率的かつ有効的に維持していくためには，不況期における部品

の発注の抑制・減少による 1 次下請企業側の労働手段の製品 1 単位当たりの固定費負担増に

ともなう一定のコスト高の問題をいかに回避，あるいは緩和させるかが重要な問題とならざる

をえない。この問題への対応についていえば，1 次下請企業が受注した部品の生産の多くの部

分がさらに 2 次下請企業に外注されることにより，本来，その分だけ，1 次下請企業が内製し

た場合に生じる生産能力の遊休化を回避することができる。しかも，1 次下請企業と 2 次下請

企業との関係は「代替的」関係にあることや，また下位の階層にいくほど生産技術や生産工程

の汎用性が高くなる傾向にあることなどの条件を基礎にして，景気変動による発注の減少にと
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もなう 2 次下請企業の労働手段の遊休化によって生じる製品 1 単位当たりの固定費負担増を

親企業（この場合は 1 次下請企業）がほとんど回避するかたちで景気の変動に応じてその発注を

抑制したり取り消すことのできる余地・可能性が大きくなる。こうして，自動車メーカーと 1

次下請企業との間の固定的・継続的な関係がもたらす景気変動に対する「硬直性」の問題もそ

の分だけ緩和されうるのであり，内製した場合と比べると，一定の「フレキシビリティ」を得

ることができるのである。

　こうした親企業と下請企業との関係をめぐっては，浅沼萬里氏は，自動車産業を中心とする

その詳細な研究によって，完成車メーカーが下請企業を景気循環のバッファーとして用いると

されてきた通念は現実にはあわず，完成車メーカーによるサプライヤーへのリスクの転嫁では

なくリスクの吸収が現実に行われていることを明らかにされている。しかし，この場合の自動

車メーカーによるサプライヤーのリスクの吸収はあくまで 1 次供給企業のレベルに対しての

ことであり
13）

，日本では階層的な下請制を利用した分業構造になっており，1 次と 2 次，2 次

と 3 次の供給企業の間の関係が「代替的」関係にあることにリスク転嫁が可能となるメカニ

ズムがある。現実的には 1 次のサプライヤーによる 2 次以下のサプライヤーへのリスクの転

嫁によって景気変動に対する完成車メーカー側のリスク回避が実質的に可能となるといえ

る
14）

。親企業（ここでは完成車メーカー）が下請企業を景気循環のバッファーとして用いるとさ

れてきた問題については，このような観点において理解されなければならないと考えられる。

こうした意味で，筆者は日本の階層的な下請制のもつ構造的機能を重視して，自動車産業にみ

られる完成車メーカーとサプライヤーとの分業関係を下請分業生産構造と呼んでいる。

　　　　　③産業特性と下請制利用によるフレキシビリティの構造的要因

　このような下請制利用に関して指摘しておかねばならないいまひとつの点は，自動車産業の

ような加工組立産業においてそれが親企業に対してメリットを生む構造的要因についてであ

る。生産の流れ・プロセスからみると，大きく「分散型」（「分岐型」）の生産過程の特性をもつ

装置・生産財産業と「収斂型」（「結合型」）の生産過程の特性をもつ加工組立産業の 2 つのタイ

プがみられる。装置・生産財型産業ではなく加工組立産業において下請制の利用によって親企

業にとって固定費の回避と需要変動に対するフレキシビリティという面で大きなメリットがえ

られるのは，このような生産過程の特質の差異によるものである。すなわち，自動車産業のよ

うな収斂型構造の場合には，多種類の素材を出発点として，それらの変形加工，組立を通して

最終的には，基本的に単一の製品が導かれるのであり，完成車組立メーカーは，生産過程から

みると最終の工程に位置している（坂本 1978，48-49 ページ）。つまり，関連部品企業は親企業

（組立メーカー）の前工程に位置しており，そこで製造された外注部品が親企業に送られ，最終

製品の生産過程に入る。このように「関連企業・協力企業を前工程で収斂型に配置している場
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合には，それによって必要な最終製品の生産にたいして巨大企業の固定資産が節約され，流動

資産（外注部品）におきかえられる」（岡本 1978，81 ページ）。これに対して，鉄鋼業のような分

散型構造の場合には，「1 つの基本的な素材を出発点として，それから最終的には多種類の銘

柄の製品が導かれる」（坂本 1978，46 ページ）のであり，大企業（親企業）は生産過程の最初の

段階に位置し，多くの場合，関連企業・協力企業は大企業の次工程として存在している。この

ように「関連企業・協力企業を後工程に，分散型に配置している場合には，必要な最終製品に

たいして，関連企業・協力企業を利用することによって固定資産を節約することはできない」

（岡本 1978，82 ページ）。また鉄鋼業の場合には，巨大企業ではその生産効率の面などからも銑

鋼一貫製鉄所と呼ばれるように製銑－製鋼－圧延というこの産業本来の基本的な生産工程が

セットで展開され，加工組立産業のような外注による工程の分離が困難であるという点もみら

れる。産業のもつこのような構造的要因にも，市場の変動に対する「フレキシビリティ」が加

工組立産業において問題にされる所以のひとつをみることができる。

　　　（5） 労働力利用における日本的特徴

　また日本的生産システムにおいて「変種変量生産体制」によるフレキシブルな生産システム

を支えるいまひとつの要素がヒトの「ジャスト・イン・タイム」ともいうべき人員配置の「柔

軟化」である。それは日本的な労働編成のあり方，労働慣行や労務管理のあり方などを前提に

して可能となったものである。

　職務の細分化，作業者の専用性（硬直性），個人責任主義という 3 つの特質をもつアメリカ

的な労働編成に対して，日本のそれは，労働の包括性，作業者の汎用性（柔軟性），集団責任主

義の 3 つの特質をもつが（鈴木 1994，72-77 ページ参照），人員配置の「柔軟化」はこのような

日本的な労働の包括性を基礎にしている。またそれを基礎にして，チーム作業が行われるが，

それは「労働者の職務を特定し，限定しないことから，チームの作業全般にフレキシブルに対

応し，これを遂行できる能力を労働者に要求する」。そこでは，「労働者が多能工であることに

よって，チーム作業のチーム・ワークが組織でき，また，改善活動の取り組みにも成果があが

り，さらには，なによりも全社的な計画の一環として設定されているチームの作業量が達成で

きることになる」（丸山 1995，214 ページ）。

　このような多能工は，多品種・多仕様生産への対応を容易にするだけでなく，「チ－ム・メ

ンバーを最小限に減らし，市場需要の変動に対応してフレキシブルに作業組織を組みかえるこ

とができることをめざしたものである」（丸山 1995，181 ページ）。一個流しの生産は，多工程

持ちのラインにおいて多能工が一連の種々の作業をサイクルタイム（製品 1 単位を生産するのに

必要な時間）内に完了することによって実現される（門田 1991a，183-184 ページ）。このような

多能工の存在は「少人化」のための前提条件のひとつをなす（門田 1991b，272 ページ，281-282
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ページ参照）。ここにいう「『少人化』とは，必要なときに必要な人員を配置するという労働者

の“かんばん方式”」（丸山 1989，125 ページ）なのであり，多能工化はこのような意味で人減

らし「合理化」の手段にほかならない（青山 1991，62-63 ページ）。

　この点に関して重要なことは，定員制を打破した応・受援（少人化）体制のなかに組み込ま

れることによって，労働者が自らの遂行する作業の総量をつねに高いレベルで保ち続けること

が強制されているという点である。多能工化の本質は，そのような総量実現のリジディティ，

つまり労働強化のなかに求めるべきであり，「フレキシブル化＝多能工化・少人化が進めば進

むほど，その分だけ稼働率をリジッド化する自由度が増すという関係」がみられる（小野 

1995，655 ページ）。終身雇用制度のもとで労務費の「固定費化」を招かざるをえない日本の労

働慣行のもとで，そのような労働力利用の「汎用化」によるフレキシビリティは労働力の恒常

的な有効利用＝完全利用をはかる上で重要な意味をもっている。しかしまた，所定外労働時間

や周辺労働者の利用など「変動費」として認識される部分を生産システム内部に恒常的に組み

込んでこれらをフレキシブルに利用することによって「すべての生産総量が減少したときにで

も『固定費部分』として認識されるコア労働者を全面稼働させ，彼らの作業総量をリジッド化

させること」を目的とした正規社員以外の周辺労働者の利用
15）

も，正規雇用の労働力の恒常

的な完全利用を実現する上で大きな意味をもつといえる。

　また QC サークル活動，改善活動などの職場小集団活動が「少人化」のための「柔軟な」職

務づくりを支えることによってフレキシブルなヒトの「ジャスト・イン・タイム」を容易にし

ているといえる。いわゆる「かんばん」方式は，2 つの目標をもつものである。ひとつには，

「需要変動に応じて弾力的に各ラインの編成替えを行なって，『ムダ』な人員を排除する『少人

化』」がめざされており，そのために，職場では，ジョブ・ローテーションによる「多能工化」

を推し進め，「柔軟な職務構造」づくりが行われる。いまひとつには「製品の品質管理を達成

するための『自働化』」がめざされており，それは，「工程における『不具合』（不良品や機械故

障の異常）の根本原因を追求し，原因を除去し，改善措置を講ずることである」。このように，

「『少人化』のための『柔軟な職務』づくりと，『自働化』のための『不具合』の除去という二

つの目標に対する改善の取組みや改善提案が，トヨタ自動車の QC サークル活動であり，提案

制度なのである（丸山 1989，95 ページ）。

　しかし，ここでは，そのような日本的な労働の「フレキシビリティ」の意義と限界について

正確にとらえておかねばならない。職務区分が厳密に決められ，部分化された作業のみを担当

するという，テイラーの原理に基づく旧来のアメリカ的な作業編成とは異なり，「日本の職場

の作業編成やその運営は，チームリーダーである班長，組長らの職制を中心とした作業チーム

によって自主的に決められている」（丸山 1995，161 ページ）。このような「日本の職場の作業

編成のフレキシビリティは，たとえ企業の生産計画を前提とした枠のなかで日常の仕事を遂行
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するレベルのものであっても，その自律性のもとでのフレキシビリティが労働者の合意と遂行

責任をひきだすうえで大きな役割をはたしている」（丸山 1995，217 ページ）。また QC サーク

ル活動や改善活動などについても，「企業の改善目標と改善組織の管理の枠内での労働のフレ

キシビリティにすぎないという限界を有するものである」とはいえ，「労働者が改善活動とい

う自らの作業の改善と取り組み，その成果を標準作業に反映させるという，構想と執行の結合」

がある一面においてはかられているとみることができる（丸山 1995，224 ページ）。こうした点

からも，日本的生産システムのもとでの厳しい労働に対する一定の勤労意欲を，そうした参加

活動なども含めた「職場集団の自律性」という契機によって引き出すことが可能となっている

のである。まさにこのような日本的な労働の「フレキシビリティ」の二重性に注意しなければ

ならないのであり，その意義を十分に理解しなければ，日本的生産システムのもとでの過密な

労働が労働者に受け入れられる大きな理由が明らかにならないであろう
16）

。

　このように，日本的な労働慣行，労働編成を基礎にした多能工化による労働力利用の「汎用

化」を実現することによって労働力利用のレベルにおけるフレキシビリティを確保することが

できるのであり，ここに日本的生産システムにおける「労働力」配置のフレキシビリティ要因

がみられる。この点，アメリカ的な労働編成ではテイラー主義的な分業の原理に基づく極端な

までの職務の細分化と固定化が「労働者の勤労意欲の低下と労働能力の一面的発達をもたらし，

本来それがめざした効率性の原理との矛盾を内包せざるをえなかったばかりでなく」，ME 技

術革新や「多品種少量生産」などにも有効な対応を困難にしたという限界がみられた（青山 

1991，63 ページ）のとは大きく異なっている。

3  日本的生産システムの意義

　これまでの考察において，日本的生産システムの全体構造とその機能のメカニズムについて

みてきた。そこでは，そのような企業経営の「システム」は加工組立産業において特徴的にみ

られるものであり，多品種・多仕様大量生産の効率的な展開と市場の変動に対するフレキシブ

ルな適応がどのようにして可能となるのか，その諸要素を取り上げ，全体的な相互連関性に注

意しながら，分析をすすめてきた。そこで，つぎに，これまでの考察結果をふまえて，日本的

生産システムのもつ意義についてみていくことにしよう。

　まずそのような日本的な大量生産システムの性格をめぐる問題であるが，この点に関して重

要なことは，あくまで「大量生産」の本質はなんら変わるものではなく，大量生産の経済効果

の実現の仕方
4 4 4 4 4

が変わったという点である。すなわち，「汎用化」の論理による生産編成によっ

て複数の製品の生産に対応することができることによって生産ロットが大きくなり，そのよう

な「範囲の経済」によって「規模の経済」の実現を補完することが可能となったのであり，そ

のようなかたちでの大量生産効果の実現の方式へと転換がはかられたということである。しか
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も市場の変動への適応力＝フレキシビリティ（製品間でのつくり替えのフレキシビリティ）の確保

による操業度の引き上げによって大量生産効果の実現の可能性が一層高められる結果となった

ということである。小野隆生氏は，「経営者にとって重要なのは，総量のリジディティ（「固定

費部分」の全面稼働）なのであり，品種（したがって作業，物の流れ）のフレキシビリティがその

ための手段となっているということに注意する必要がある」（小野 1995，655-656 ページ）と指

摘されている。「汎用化」の論理による生産編成を基礎にした多品種生産におけるフレキシビ

リティは，資本主義生産のもとでの「生産と消費の矛盾」への特別なかたちでの対応のひとつ

のあらわれでもある。その意味でも，「フレキシブル生産の本質は，むしろ総量実現のリジッ

ド化という意図を実行に移すためのシステムづくりが質的に変化していく，その歴史的過程を

考察するという観点に立脚して理解する必要がある」とする小野氏の指摘（小野 1994，181 ペー

ジ）は重要である。

　このように，「専用化」の論理による生産編成を基礎にしたアメリカ型のフォード的大量生

産では，多品種の生産によって相対的に小さくなるロットがもたらす経済効率の低下と，製品

間の需要の変動に対する生産の硬直性のために，本来コストが上昇せざるをえないのに対し

て，日本モデルのフレキシブルな多品種大量生産では，「汎用化」の論理による生産編成を基

礎にした「範囲の経済」と製品間の需要変動へのより高い適応力とによって，操業度の引き上

げによる低コストと高い市場適応力＝需給調整能力が実現されたのであった。日本的生産シス

テムの意義はまさにこの点にあり，そのような企業経営のシステムによって，日本の加工組立

産業の企業は，1970 年代以降の時期に高い国際競争力を実現することができたのであった。

　この時期に日本企業ほどには多品種化がすすまなかった欧米の企業，ことに自動車産業の企

業においてとくに 1980 年代に「ジャパナイゼーション」と呼ばれる日本的な生産システムの

導入・移転が問題とされ，MIT を中心とするグループによる自動車産業に関する研究（Womack, 

Jones, Roos 1990）にみられるように，それをめぐる議論や導入・移転の取り組みが行われるよ

うになった理由は，まさに日本的な生産システムのこのような構造的な優位性にあったといえ

る。したがって，欧米企業にとっても，そのような市場適応力の高い，コスト引き下げに有効

な生産システムの模索・追求をはからざるをえなくなったのである。「ジャパナイゼーション」

といわれた日本的生産システムの海外移転の問題についても，上記のような観点から世界的な

競争構造の変容との関連のなかで捉えていくことが重要である。

（未　完）　
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間関係や下請制の分析の視角という点でみた場合，「取引コストの経済学」の立場からの新制度学派的

研究がひとつの大きな流れをなしているが，本稿での下請分業生産構造の分析からも明らかなように，

日本の下請分業生産構造の場合，取引コストの問題だけでなく，むしろ親企業と下請企業との間の機

能統合による管理的調整にかかわる点も重要かつ本質的な問題であるといえる。

9） 「承認図方式」，「デザイン・イン」については，浅沼（1997）を参照。

10） 1 次供給業者（サプライヤー）のこのような役割と意義，日本の自動車産業に代表的にみられる部品

供給関係の構造については，浅沼（1997），第Ⅱ部を参照。

11） 例えば藤本隆宏氏らが 1992 年 8 月に神奈川県の自動車部品メーカーを対象に行った調査に基づいて

設計の分担状況をみると，1 次企業（サンプル数 89）のうち自社独自の設計は 27%，納入先が基本設

計し自社で詳細設計というものは 31.5% となっており，納入先設計が 41.5% となっているのに対し

て，2 次企業（サンプル数 114）のうち自社独自の設計は 7%，納入先が基本設計し自社で詳細設計す

るというものは 16% となっており，合計で 23% を占めるにすぎず，77% が納入先設計であったとさ

れている（藤本・清・武石 1994，16 ページ，18 ページ，21 ページ，34 ページ参照）。また親企業と
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の新製品等の生産協力内容に関する 1994 年 12 月の中小企業庁による調査では，設計段階から協力を

行う企業の割合は，1 次下請では 25.3%，2 次下請では 7.4%，3 次下請以下では 4.3% となっており，

試作用の設計図を受けて試作段階から協力を行う企業の割合はそれぞれ 45.7%，43.1%，30.7% となっ

ているのに対して，完成された設計図を受けて生産のみを行う企業の割合はそれぞれ 27.5%，46.7%，

58.4% となっている。中小企業庁（1995），176 ページ。

12） 当時の状況をみると，例えばトヨタ自動車の「協豊会」会員は，すでに石油危機以前に 89 社中 55 社

が，1984 年にはすでに 89 社中 81 社がなんらかのかたちで「かんばん方式」を導入しており，なか

でも，外注 2 次供給企業への購買活動に「かんばん方式」を使用する 1 次供給企業の割合をみると，

73 年には 18% であったものが 84 年には 55% に増加している。また同じ時期に 2 次下請企業の一部

でもそのような動きがみられるが，ここで，2 次下請企業における生産活動の同期化の進展をみると，

日本電装の「電装協力会」と愛三工業の「愛協会」の下請 2 次供給企業においては，石油危機以前に

はほとんど端初的であった「かんばん方式」の導入が石油危機以降の対応過程で急速にすすみ，1984
年にはすでに「電装協力会」31 社中 30 社，「愛協会」9 社中 8 社でその導入がみられた。なかでも，

「電装協力会」所属の 2 次供給企業 31 社のうち，外注 3 次供給企業への購買活動に「かんばん方式」

を使用している企業の割合は，1973 年にはゼロであったものが，80 年には 19.4%，84 年には 32.3%
に増加している。塩見（1985），104-107 ページ参照。

13） 浅沼（1997）, 第 8 章および 178 ページ参照。こうした浅沼氏の議論の射程については，植田浩史氏

も，「中小企業も含めたサプライヤー一般に該当するものではなく，その対象はおもに自動車メーカー

と 1 次サプライヤーに限られて」おり（植田 2000，20 ページ），「下請分業構造全体にわたる議論と

しては成立し得ない」（植田 2001，102 ページ）と指摘されている。渡辺幸男氏が浅沼氏の研究につ

いて指摘されるように，発見した事実，特徴の下請関係総体のなかでの位置をどうみるかが重要な問

題である。渡辺（1997），29-30 ページ参照。

14） 例えば日産自動車におけるカルロス・ゴーン氏によってかつて推進された下請系列企業の再編につい

ても，日産が直接取引する 1 次供給企業のレベルでの再編・淘汰をすすめたとしても，そのような再

編の結果取引に新たに加わることになった部品製造企業がやはり 2 次，さらに 3 次と階層的に下請分

業生産構造をかかえ込んでいる以上，ここで指摘したような自動車企業にとっての日本的な階層的下

請構造の利点を失うことにはならないという点こそが，系列再編が成果をおさめることのできた大き

な要因のひとつをなすといえる。

15） 小野（1995），660-662 ページ参照。周知のように，周辺労働者の利用によるフレキシビリティを「数

量的フレキシビリティ」，正規労働者の多能工的な編成によるフレキシビリティを「機能的フレキシビ

リティ」として議論されてきたが（Atkinson 1985, pp.11-14），両者は深くかかわりあっており，前

者の存在が前提となって後者による正規労働者の完全利用のためのより有利な条件を確保しうるとい

える。

16） この点については，丸山（1995），第 6 章，第 9 章，京谷（1993a），39-41 ページ，京谷（1993b），
241-246 ページ参照。京谷栄二氏は，「職場集団の（準）自律的意思決定過程を媒介とする生産計画の

遂行，労働者の知的能力を職場集団レヴェルで開発する小集団・自主管理活動」といった，「構想と執

行の再統合」を特徴とする要素は「生産の柔軟性と効率性の主要な源泉であると同時に，経営の統制

と支配を受容する労働者の同意形成の契機でもある」と指摘されている（京谷 1993b，271 ページ）。

　とはいえ，日本的生産システムがもつそのような QWL 的要素だけでは，その理由を十分に説明し

うるものではなく，日本の労働法規制と労働組合のあり方・役割もそれと深く関係しているといえる。

日本では，労働関係の「非法化」は，「労働の『弾力化』を促し，組合規制力の無力化がそのフレキシ

ビリティを底なしに強める結果となっている」。丸山惠也氏は，「日本の企業は法的なルールに規制さ

れることなく，経営上の必要性に応じて労働の諸条件を自由に決定できることによって労働者活用の

高いフレキシビリティを有し，生産効率を高めることによって国際競争上の優位性を確保してきた」

として，このような労働法規制のあり方が日本的生産システムのもつ国際競争力を規定する一要因と

なっていることを指摘されている（丸山 1995，218 ページ）。また日本的生産システムのこうした機

能も含めて日本型企業社会における労働者の激しい働きぶりの「強制」と「自発」の問題をめぐっては，

鈴木（1994），第 5 章を参照。
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enterprises and economies during the postwar period of high economic growth. However, the 
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in each country. In Japan and Germany, there were differences (as well as some 
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“Japanization.” In contrast, in Germany, the reforms of the production system in the same 
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